
各団体の長殿

厚生労働行政の運営につきましては、平素より格別の御理解と御協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。

さて、年次有給休暇の取得率につきましては、「令和7年就労条件総合調査」

の結果(令和7年12月19日公表)によると、令和6年に66.9%と、前年より1.6

ポイント上昇し、過去最高を更新したものの、依然として政府目標である70%

とは埀籬があります。

このため、厚生労働省では、春季に引き続き、この夏季における年次有給休

暇の取得促進の機運を成するための取組を行うこととしました。

具体的には、計画的な業務運営や休暇の分散化に資する年次有給休暇の計画

的付与制度(※Dや、労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に資す

る時間単位の年次有給休暇制度(※のの活用を含め、年次有給休暇を積極的に取

得いただくことにより働き方・休み方の見直しを促すポスター及びり一フレッ

トを作成し、これらを用いた広報や労使への働きかけ等を行うこととしており

ます。

つきましては、貴職におかれても、本取組の趣旨を御理解いただき、同封の

ポスターの掲示やり一フレットの配布、広報誌への掲載等により、傘下企業等

への周知に御協力いただきますようぉ願いいたします。

また、ポスター及びり一フレットを「年次有給休暇取得促進特設サイト」に

掲載しておりますので、御活用ください。

なお、紙媒体に不足が生じた場合、送付いたしますので担当までご連絡をお

願いいたします。

夏季における年次有給休暇取得促進の御協力について(御依頼)

厚生労働省雇用環境・均等局総務課長

(公印省略)

雇均総発0513第1号

令和 8年5月13日

0年次有給休暇取得促進特設サイト

https://work-holiday. mhlw. go.jp/kyuuka-sokushin/

(※D 年次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた残りの日数について、労使協定を締結す

れば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。

(※2)年次有給休暇の付与は原貝IH 日単位ですが、労使協定を締結すれば、年5日の範囲内

で、時間単位の取得が可能となります。(分単位など時間未満の単位での取得は認められ

ません。)
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年次有給休暇を
上手に活用し

,き方み方を

見しましょう

●「年次有給休暇の計画的付与制度」を狸入しましょう

●年次有休暇付与計画袈による個人別付与方式を

活用すれば休醸の分化にもつながります

事業主の皆様へ

年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組みましょう。

働き方・休み方の改善をこれからも継続的に行うためには、計画的な業務運営

や休暇の分散化にも資する年次有給休暇の計画的付与制度(※1)や、労働者の

様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に資する時問単位の年次有給休暇(※

2)の活用が効果的です。

労使一体となって年次有給休暇を上手に活用するために、この夏に向けて導

入をご検討ください。

詳しくは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をビ覧いただくか、お近くの

都道府県労働局雇用環境・均等部(室)にお問い合わせください。
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厚生労働省 1都道府県労働局1労働基準監督署
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(年次有給休暇取得促進特設サイ

htt s: work-holida .mhlw.0

(※1)年次有給休暇の付与日数のうち、5日を除いた残りの日数については、

労使協定を締結すれば、計画的に取得日を割り振ることができる制度で

す。

(※2)年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を締結すれば年5

日の範囲内で時間単位の取得が可能となります。
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●「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。

●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば休暇の分散化にもつながります。

厚生労働省 1都道府県労働局 1労働基準監督署
●働き方・休み方改善ホータルサイト https://work・holiday.mhlw.痕0.jp/
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働き方・休み方を見直しましょう働乏
年次有給休暇とは
年次有給休暇は、法律で定められた労働者に与えられた権利です。

正社員、パートタイム労働者、シフト制労働者などの区分に関係なく、

以下の要件を満たしている全ての労働者に、年次有給休暇は付与されます。

労働基準法において、労働者は この2点を満たしていれ

年次有休暇

取得することができます2.全労働日の割以上を出勤している

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となっています
注)時問単位の年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な5日問から差し引くことはできません。

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

令

年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

●年次有給休暇の比例村与の詳細はこちら
h如S:ノノWork.h0Ⅱday.mhlw.80.jp/kyuuka.sokushin/roudousya.h加1

適した事業場、活用事例

回"回

回

年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。
「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた残りの日数について、

労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。この制度の導入によって、休暇の取得の確実性が

高まり、労働者にとっては予定していた活動が行いやすく、事業主にとっては計画的な業務運営に役立ちます。

0日数付与日数から5日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

^年次有給休の付与日数力"0日の労働者
^^

が自由に取できる事業主が計画的に付与できる事業主が計画的に付与できる労力自由に取得できる

前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から5日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

回'回

回."

企業、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります。四活用方法

方式

一斉付与方式

交替制付与方式

個人別付与方式

●シフト制労働者についてはこちら
hせPS://WWW.mhlw.名0.jp/S廿ノnewpa底e 22954.html

●年次有給休暇の計画的付与制度の詳細はこちらト
https://work・holiday.mhlw.目0.jp/planned・痕ranting/

^年次有給休暇の付与日数が20日の労働者
15日

年次有給休暇の付与の方法

全従業員に対して同一の日に付与

班・グループ別に交替で付与

個人別に付与

時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。
年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。

労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

●時間単位の年次有給休暇の詳細はこちら
https:ノ/work.holiday.mhlw.目0.jp/holiday/time・unit.htm

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用
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